
→安定成長→

 

財政制約
(お金がない)

地方→都市へ人口大移動

1960年(昭和35年)池田勇人内閣
所得倍増計画→高度経済成長

毎年数千人の
水害死者！

1964年(昭和39年)
新しい河川法

1997年(平成9年)
河川法の改正

・水質悪化

1896年(明治29年)
河川法

・住民不在の整備・管理

目的：洪水対策目的：洪水対策が主
管理：地方自治体

目的：洪水対策
水資源開発

管理：国

・魅力のない景観
・生態系の破壊

環境保全

整備：住民の意見を反映

水資源開発

1956年(昭和31年)

管理：国

均衡ある発展

ダム
技術
確立

人
口
増
加
期
の
考
え
方

「地域の個性」
の喪失

人
口
減
少
・少

子
高
齢
化

期
の
考
え
方

水が足りない！

1000人

10000人

100人

気候変化
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自然と社会の変化

気候変化人口減少・少子高齢化

社会の脆弱化 変動性受容リスクの増大

安全・安心・豊かさ・活力の喪失

経済安定成長国際社会
価値観の変化

量→質

財政制約物質 空間自然生態協調 競争

「想定外」の外力

設計とリスクの乖離


	スライド番号 1
	自然と社会の変化

